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図 1 焼結冷間鍛造工法の基本プロセス．

 　　　　　　新技術・新製品

真密度に近い焼結部材を製造可能とする

焼結冷間鍛造工法
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小 泉 晋3) 安 間 裕 之4)

. は じ め に

鉄系の焼結材料は，自動車用や電気製品用などの機械部品

として幅広く利用されている．焼結機械部品の機械特性は密

度によって決定されるため，高密度の鉄系焼結材料を製造す

るための数多くの研究・開発がこれまで行われてきた(1)．

焼結材料を冷間鍛造(冷鍛)する技術は，真密度に近い焼結

機械部品を製造可能な方法として提案されている(2)(3)．その

基本的なプロセスを図に示した．鉄粉をベースとする原料

粉を所定の形状に圧粉成形した後焼結して焼結素材を製造す

る．その焼結素材を冷鍛して，緻密化すると同時に最終の製

品形状に成形された冷鍛材とする．焼結冷鍛材には必要に応

じて再焼結および(または)熱処理を施して最終製品を製造す

る．

肌焼鋼などの溶製材を素材とする従来の冷鍛工法に対し

て，この工法は予備成形体段階での形状自由度が高いという

利点があるため，溶製材の冷鍛では複数の焼鈍冷鍛工程を

繰り返さなければ製造できなかった複雑形状部品を一回の冷

鍛工程で製造でき，生産リードタイムを大幅に削減できる可

能性もある．

この工法の最大の課題は，焼結素材の冷鍛時における変形

能をいかに向上させるかということである．この課題解決の

ため，焼結素材にセメンタイト球状化処理を施す方法(2)や，

低融点元素を添加して鉄粉粒子間の結合を高める方法(3)が試

みられてきた．しかしながら，特に合金元素を添加した高強

度素材では，大きな変形能を得るための知見が十分には得ら

れていない．

今回開発した焼結冷鍛工法では，高い変形能を持つ鉄基低

合金鋼粉の焼結素材の製法を確立した(4)．冷鍛後の密度は

7.8 Mg/m3(真密度の99)に到達し，浸炭焼入れ・焼き戻し

処理を施した焼結冷鍛材は溶製材肌焼鋼に匹敵する表面硬度

を示した．回転曲げ疲労強度は，従来の焼結材料より格段に

優れた 600 MPa まで向上した．

. 焼結素材の変形能向上の考え方

焼結素材に高い変形能を付与する基本的な考え方は，硬

度を低く保つこと，および原料粉末粒子の結合力を強化す





図 2 一軸圧縮試験前(a)および同試験後(b)の試験片
外観． 図 3 後方押出冷鍛前(左)および後(右)の試験片断面．
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ることの 2 点である．これらによって，低い冷鍛加重で変

形させることが可能となる一方，変形後に亀裂等の欠陥が生

じにくくなる．

合金量を低減することにより焼結素材の硬度は低減する

が，最終製品に加工された後に十分な強度が確保できない可

能性がある．今回の開発では，溶製材肌焼鋼レベルの焼入性

を目標として合金量を最低限とできる成分系の探索を行っ

た．その結果，Mo 系の低合金鋼粉をベースに黒鉛粉の配合

を最適化することで，目標の焼入性を達成した．また，原料

圧粉成形後の焼結条件(焼結温度，ヒートパターン，および

焼結雰囲気)を調整して，焼結素材の組織を最適化すること

によって，セメンタイト球状化等の後処理を施すことなく硬

度を低減できる．焼結温度は粒子間の結合力にも影響を与え

るが，本工法の焼結条件はその観点からも最適化されている．

. 本工法による焼結素材の変形能

上述の配合の Mo 系低合金鋼粉と黒鉛粉との混合物を原料

として，直径 30 mm，高さ 14 mm のタブレット形状の焼結

素材を作製して，平らな圧縮盤に挟んで室温で加圧する一軸

圧縮試験を行った．なお，この試験ではテフロンシートを圧

縮盤と焼結素材との間に挟んで潤滑とした．加圧された素材

は高さ方向に縮むとともに面方向に拡大する．圧縮テスト前

後の試料の例を図に示した．圧縮後(図 2(b))の密度は 7.8

Mg/m3 に達しており，肉眼では亀裂は観測されなかった．

ここで，据込率 Z を

Z＝(H0－H)/H0 ( 1 )

と定義する．ここで，H0 および H はそれぞれ圧縮前および

圧縮後の試料の高さである．圧縮前後の高さ(それぞれ 14.0

mm および 4.2 mm)を用いると，式( 1 )で定義された据込

率 Z は70と計算される．試料に亀裂が発生しない最大据

込率を据込限界 Zc とすると，図 2 に示した焼結素材の Zc は

70を超えるということが分かる．

これまでの焼結素材の据込限界に関する報告として，早

坂(3)は，Cr 系合金鋼粉で限界据込率44，そのときの到達

密度は 7.65 Mg/m3 と報告している．また天野ら(2)は，合金

鋼粉ではセメンタイト球状化処理を施さなければ冷鍛できな

いと報告している．したがって，今回開発した工法による焼

結素材は，従来の報告に比べると冷鍛性において優位である

ものと考えられる．

本工法による焼結素材の冷鍛性に関するもう一つの実験例

を図に示す．これは，前述の一軸圧縮試験と同じ直径 30

mm の焼結素材を，断面積減少率80の後方押し出しモー

ドで冷鍛したものである．冷鍛後の試験片(図 3右側)の高

さは冷鍛前の焼結素材(図 3左側)の 2 倍以上に達している

が，肉眼で確認でききる亀裂は形成されていない．冷鍛後の

密度は 7.8 Mg/m3(真密度の99)以上となり，これに浸炭

焼入れ・焼戻し処理を施すことによって，表面硬度は 60

HRC に到達した．これは溶製材 SCM415 を同条件で熱処理

した場合の表面硬度に匹敵する．

. 焼結冷鍛工法による材料の機械特性

前項で述べた最適条件で製造した大型の焼結素材を冷間鍛

造して，直径 8 mm の回転曲げ疲労試験片形状に加工した

後，浸炭焼入れ・焼戻し処理を施して，回転曲げ疲労試験を

行った．試験には小野式回転曲げ疲労試験機を用い，寿命回

数が107となる最大荷重を回転曲げ疲労強度とした．

比較材として焼結冷鍛試験片と同組成で密度が低い(7.2お

よび 7.5 Mg/m3)焼結材の疲労試験片も，従来の焼結プロセ

ス(1 回成形1 回焼結)で作製した．密度は成形圧力で調整

した．焼結は10水素90窒素雰囲気中で 1403 K×3.6 ks

行った．さらに，溶製材 SCM415 の疲労試験片も比較材と

して作製した．いずれの比較材も，焼結冷鍛工法による疲労

試験片と同条件の浸炭焼入れ・焼戻し処理を施した．

回転曲げ疲労強度を密度の関数として図に示した．回転

曲げ疲労強度は密度の上昇とともに増加し，冷鍛によって緻

密化された焼結冷鍛材は 600 MPa に達した．この値は溶製





図 4 Mo 系低合金焼結冷鍛材および同組成の一般焼結
材の回転曲げ疲労強度．
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材 SCM415 に同条件の熱処理を施した場合(760 MPa)の約

80に相当する．

また，直径 60 mm の円盤状の試験片も同様の条件で作製

して面圧疲労強度を測定した．測定は六球式試験機によって

行い，回転曲げ疲労試験と同様に寿命回数が107 となる最大

荷重を面圧疲労強度とした．本工法による Mo 系低合金材料

の面圧疲労強度 5.0 GPa であった．これは，同条件の浸炭

焼入れ・焼戻し処理を施した溶製材 SCM415 (5.6 GPa)の約

90に相当する．

. ま と め

本工法によって，合金系鉄基焼結素材の冷間鍛造性が向上

した．最終製品の形状に応じた予備成形体の形状設計および

冷鍛工法設計を行うことにより，複雑形状かつ高疲労強度・

高面圧疲労強度部品を短プロセスで製造できる可能性が拡が

り，歯車やスプロケットなどの機械部品への適用が期待され

る．

. 特 許

本工法に関する特許は，既に複数件が登録されている(5)．
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